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要 旨
本研究の目的は、発達障害が背景にある保健室登校児童に対する養護教諭の活動を整理・検討し、養
護活動を行う上での手がかりを得ることである。研究対象は、保健室登校受け入れ経験のある養護教諭
３名である。対象が任意に選んだ発達障害が背景にある保健室登校児童一事例への対応について半構成
的面接を行い、 収集したデータを質的記述的に整理した。
その結果、 養護教諭の活動は、 発達障害の発見に寄与するスクリーニング機能が内包されている、 発
達障害の特性に対応した医療的・福祉的・教育的援助といった発達支援と学級復帰へと向かわせる心理
的対応を並行して行う必要がある、早期からの総合的支援システムの構築にも関与できる、という手が
かりが見出された。
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１． はじめに
平成１５（２００３）年に文部科学省の諮問機関か
ら出された「今後の不登校への対応のあり方に
ついて （報告）」１）では、 不登校と発達障害との
関連を新たな課題として明記した。この関連に
関して教育機関による実態の裏付けはほとんど
ないが、 医療機関の調査として小枝 （２００２） は、
小学校のＬＤ児の中の３４．５％、 ＡＤＨＤ児の中の
２．３％、 中学校のＬＤ児の中の３４．５％、 ＡＤＨＤ
児の中の３９．４％が不登校であったこと、 また、 不
適応行動を主訴に来院した症例から３事例を提
示し、心身症や学校不適応などの背景に学習障
害、注意欠陥／多動性障害、高機能広汎性発達障
害あるいは軽度知的障害といった発達障害が存
在することを述べている２）。 不登校の原因はこれ
まで、ノもの問題として対応されてきた経緯がある
が、今後は発達障害も視野に入れた対応が必要と
なってきたといえる。不登校対応の新たな見解が
示される中、 平成１８（２００６）年に日本学校保健
会が行った「保健室利用状況に関する調査報告」
３）では、 小学校における過去１年間の保健室登
校「有」は４４．５％で、養護教諭の半数近くが保健
室登校支援をしていること、 心の健康に関する問
題のある児童生徒の内、発達障害（疑い含む）は
１０．３人 （人月０００：質問項目中最多） いたとして
いる。不登校児童を学級復帰へと向かわせる一段
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階として保健室登校支援をとらえる
４）５）とする
ならば、保健室登校児童においても発達障害を視
野においた対応が求められるといえよう。そこで、
発達障害が背景にある保健室登校児童に対する
養護教諭の対応を整理・検討し、養護活動を行う
上での手がかりを得たいと考え研究を行ったの
で報告する。
亙． 研究方法
１． 対
　
象
本研究の対象は、０市内の同じ中学校区に勤
務する勤続年数１５年以上の養護教諭（以下、研
究協力者）で、保健室登校受け入れ縄験のある３
名とした。
２． データ収集
データ収集期間は、２００６年８月。 研究協力者
が任意に選んだ発達障害が背景にある保健室登
校児童一事例に対する対応について、半構成的面
接により行なった。面接内容は、保健室登校受け
入れの経緯と養護教諭が行った具体的な活動及
び対応結果である。 データは、 ＩＣレコーダーへ
の録音とノートへの記述とした。
３． 倫理的配慮
本研究では、 面接に先立ち、 対象者に対して
研究の趣旨、匿名性の確保、途中で参加を拒否で
きること、 面接の内容はＩＣレコーダーに録音さ
れること、 得られたデータは、 研究目的のみに用
いること、個人の特定につながる情報を公表しな
いこと等、個人情報の保護について文書と口頭で
説明を行い、 書面にて同意を得た。
４． 分析方法
面接内容は、 録音されたデータから逐語録を
作成し、面接内容別・事例別に表に整理した。こ
のうち、養護教諭が行った具体的活動のデータは、
質的記述的方法を用いて分析し、カテゴリーに分
類した。 なお、 事例の詳細についてはプライバシ
ー保護のため、若干の修正を加えた。研究協力者
には、 整理をしたのち、 直接会って活動内容に対
する妥当性についての意見を得た。
５． 用語の定義
本研究では、発達障害、保健室登校を以下の
定義とした。
１） 発達障害：自閉症、 アスペルガー症候群その
他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多
動性障害その他これに類する脳機能の障害で
あってその症状が通常低年齢において発現す
るものとして政令で定めるもの（発達障害者
支援法第１条）
２）保健室登校：常時保健室にいるか、特定の授
業には出席できても、 学校にいる間は、 主と
して保健室にいる状態をいう。 なお、 保健室
に隣接する部屋にいて、養護教諭が主に対応
している場合も保健室登校とする。（日本学校
保健会）
ｍ． 結 果
面接内容は、１）保健室登校受け入れの経緯、２）
養護教諭の活動、３）対応結果、別に表に示した。
このうち、養護教諭が行った具体的活動には、（１）
見立てと支援の方向性（２）対応（３）支援態勢
の整備の３のカテゴリーがあった。 さらに（１）
のカテゴリーは①児童②担任③保護者、（２）の
カテゴリーは①緊急避難的な対応②発達支援（教
育的援助）③学級復帰のための登校支援に分類で
きた（表中【】は生データから得られた活動内
容を示す）。 以下、 事例別に述べる。
１． 事例Ａ：′心因性発熱を呈したＬＤ児
１）保健室登校受け入れの経緯：４年生３学期
末に発熱し、保健室から早退する日が３日間
続く。主治医（学校医） が「心因性の発熱」
と診断し、保健室登校を提案したため、両親、
担任との話し合いの結果受け入れた。保健室
登校の期間は、 ４～５年生時の３ヶ月間であ
った。
２）養護教諭の活動
（１）養護教諭の見立てと支援の方向性
①児童：一部の教科では同学年の児童と比較
して２～３学年の遅れがあり、 動作が緩慢で、
友達もいなかった。 学級で生活するには達成
感を得にくい困難感がうかがわれた。背景に
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表　
発達障害が背景にある保健室登校児童に対する養護教諭の活動
養護教諭歴・児童数 ２６年・７３０人 ２３年・７６０人 １６年・３００人
事例
（学年：かかわりの期間）
事例Ａ 事例Ｂ 事例Ｃ
心因性発熱を呈したＬＤ児（４～
５年生時：３ヶ月間）
学級での居場所を失い、校内俳個
を始めたアスペルガー児 （６年生
時：１年間）
攻撃性の高いパニックを起こし続
ける広汎性発達障害児（３～６年
生時：４年間）
１）保健室登校受け入れの経緯
４年生３学期末に発熱し、保健室
から早退する日が３日間続く。主
治医（学校医）が「′亡・因性の発熱」
と診断し、保健室登校を提案した
ため，両親、担任との話し合いの
結果受け入れた。
４年生時より、パニックや俳個が
激しく担任一人では対応困難にな
った。担任、保護者の相談役、パ
ニック時のクールダウンのかかわ
りを続けていたため児の支援に介
入、保健室登校を受け入れた。
３年生時より、暴言・暴力など攻
撃性の高いパニックが常態化し、
学級崩壊の要因となっていた。パ
ニック時の対応は養護教諭しか担
えなくなったため保健室登校を提
案した。
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①児童
学級で生活するには達成感を得に
くい困難感がある。背景には発達
障害（ＬＤ）があるととらえた。
保健室を心の居場所として提供
し、自己肯定感の育成と発達支援
を行うことで心因性発熱を消失さ
せたい。
学級での居場所を失ってパニック
や俳個の頻発させており、障害特
性に応じた対応が必要。保健室を
発達支援のひとつの場として提供
し、パニックと排個等を軽減させ
て学級で過ごせるようにすること
と専門医の治療へとつなぎたい。
担任や他教師から生徒指導対応を
受けていたが改善が見られなかっ
たため背景に発達の問題があるの
ではないかと考えるようになっ
た。発達障害を視野に置いた観察、
パニックと攻撃的な行動を軽減す
る、関係機関と連携した対応が必
要である。
②担任
４年生の担任は、学級におけるＡ
児の困難感に気づけず、個別支援
を行えていなかった。担任の意識
変容を促すようにした。５年生の
担任は、教室に早期に復帰させ、
学習や生活場面で自信をつけさせ
たいと考えていた。学級復帰に向
けてのタイミングを図るための情
報交換を密にする必要がある。
担任は、不適応行動に困窮してい
たが対処法をもっていない。児童
の特性を理解した上で対応できる
ようになるためには、 専門機関、
医療機関の協力と担任を支える支
援体制を構築する必要がある。
担任は、児童の行動を叱責する指
導が正しいと考えており、Ｃ児の
パニックを悪化させている要因に
なっているとは気づいていない。
担任が障害特性を理解した上で、
指導方法を転換するためには専門
家の介入を必要とする。
③保護者
保護者は、子どもの低学力と学校
への行きしぶりがストレスとなっ
てうつ症状を呈していた。保護者
の主治医（学校医）に保護者対応
を委ね、養護教諭は直接的な支援
を行わないようにした。
専門機関の受診に対する抵抗感が
高い。その背景に子ども行動を改
善できない担任への不信感があ
る。思いや願いを聞いて信頼関係
をつくった上で、保護者自身が子
どもの問題に気づけるようにし、
専門医を受診する気持ちになれる
ようにしたい。
家庭ではおとなしく問題がないた
め、担任の対応が問題と考えてお
り、専門機関の受診や服薬の必要
はないと考えていた。 思いをしっ
かりと聴く、学校職員と気軽に話
せる雰囲気を作る、専門家を交え
たケース会への参加に誘うことで
保護者との信頼関係を回復させ、
子ども自身のもつ問題への気づき
を促すようにする。
２
）
対
応
①緊急避難的な対応
【ベッドでの休養フリ 】ー【リラック
ススペースの確保】【ケアカウンセ
リング】
【パニック時のケア】【心の居場所
の提供】
【パニック時のケア】【心の居場所
の提供】【学習机とロッカーの設
置】
②発達支援
（教育的援助）
【約束事（いやだ・わからない・
助けてといおう・自分で決めよう）
の確認】【他の保健室登校児童と
の人間関係づくり】【学習レベル
のアセスメント】【教材選定．教
材準備】【個別の学習指導】
【個別の学習指導】【個別の時間割
調整】【他の発達障害保健室利用
目童との関係づくり】
【個別の学習指導】【教材選定・教
材準備】【個別の時間割調整】
③学級復帰の
ための登校支援
【個別の時間割作り】【学習机とロ
ッカーの設置｝【学級の時間割確
認】【所属学級の学習内容確認】
【担任との関係づくり】【遅刻登校
の際の受け入れと教室までの橋渡
し】【ビアサポーターの相談相手】
【学校生活全般の管理】【担任との
関係づくり】【担任・友だちに対
する障害理解の働きかけ】
（３）支援態勢の整備
【新・旧担任との引継ぎ会の計画
と実施】【教室復帰を目的にした
担任との密な情報交換】【特別支
援学級担任への協力依頼】【学生
ボランティアの活用】【主治医（学
校医）との連絡窓口】
【担任・保護者・支援スタッフの
情報集約】【ケース会の計画】【学
校医・養護学校教員との連絡窓口｝
【担任と専門医が気軽に相談でき
る場の設定】【職員校内研修の企
画と障害理解研修の紹介｝【個別
卒業式の企画と運営】【適正な就
学のための情報集約と伝達１
【保護者と担任の関係修復】【ケー
ス会の計画】【スクールカウンセ
ラーの活用】【関係機関の支援の
調整】【医療機関とのパイプ役】【情
緒障害児学級開設対案】【中学校
との情報交換の場の設定｝【保健
所との情報連携開始】
３）対応結果
保健室登校の開始２ヵ月後に心因
性の発熱は消失し、５年生の６月
に教室復帰。学習に意欲を見せ、
仲の良い友人もできた。疲れたと
きは保健室を自分の居場所の一つ
として利用できるようになった。
担任を含め、教職員全員が障害特
性の理解を深め、専門機関の意見
を参考に立てた計画にそったチー
ム支援を始めた結果、 パニックや
俳個が軽減、保健室の利用を続け
ながら学級でも落ち着いて過ごせ
る時間が増えた。
５年生時に情緒障害児学級が設置
された。６年生後半、保護者・専
門家同席のケース会を重ねた結
果、学校と保護者の信頼関係が回
復し、医療機関を受診。服薬を始
めた後情緒が安定し、在籍学級で
学習できるようになった。中学校
では、通常学級へ常時登校できる
ようになった。
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は発達障害（ＬＤ）があるととらえた。保健
室を心の居場所として提供し、自己肯定感の
育成と発達支援を行うことで心因性発熱を消
失させたいと考えた。
②担任：４年生の担任は、学級におけるＡ児
の困難感に気づけず、個別支援を行えていな
かった。 そのため、 保健室で観察した児童の
学習やコミュニケーションのつまずきを詳細
に伝え、Ａ児に対するかかわりを共に考える
ことで担任の意識変容を促すようにした。５
年生の担任は、教室に早期に復帰させ、学習
や生活場面で自信をつけさせたいと考えてい
たことから担任の意向に沿うことが必要だと
考え、保健室から学級復帰に向けてのタイミ
　
ングを図るための情報交換を密にすることに
した。
③保護者：保護者は、子どもの低学力と学校
への行きしぶりがストレスとなってうつ症状
を呈していた。保護者の主治医（学校医）に
保護者対応を委ね、養護教諭は直接的な支援
を行わないようにした。
（２）対 応
①緊急避難的な対応では、心因性発熱の身体
的苦痛を和らげるための 【ベッドでの休養フ
リ 】ーと安心して保健室を利用するための【リ
ラックススペースの確保】、【ケアカウンセリン
グ】 があった。
②発達支援（教育的援助）では、自己表現や
自己決定を促すための【約束事（いやだ・わ
からない・助けてといおう・自分で決めよう）
の確認】や【他の保健室登校児童との人間関
係づくり】を行うことで対人関係スキルを高
めるようにしていた。 学習支援としては、 Ｌ
Ｄの特性に応じた 【学習レベルのアセスメン
ト】【教材選定・教材準備】【個別の学習指導】
があった。
③学級復帰のための登校支援では、【担任との
関係づくり】と【個別の時間割作り】【学級の
時間割確認】【所属学級の学習内容確認】があ
った。
（３）支援態勢の整備では、担任と協働した支援
を行うために【新・旧担任との引継ぎ会の計
画と実施】【教室復帰をめざした担任との密な
情報交換】、発達レベルに応じた教材調達のた
めの【特別支援学級担任への協力依頼】や【学
生ボランティアの活用】 による学習指導、 歓
談や遊びの場の設定、児童と保護者の情報を
交換する【主治医（学校医） との連絡窓口】
があった。
３）対応結果：保健室登校２ヶ月後に心因性の発
熱は消失し、５年生の６月に学級復帰、保健
室を自分の居場所の一つとして利用できるよ
うになった。
２． 事例Ｂ：学級での居場所を失い、 校内緋個
を始めたアスペルガー児
１）保健室登校受け入れの経緯：４年生からパ
ニックや校内俳個が頻発、担任一人では対応
困難になった。 パニック時のクールダウンを
続けていた養護教諭から介入して受け入れた。
保健室登校の期間は６年生時の１年間であっ
た。
２）養護教諭の活動
（１）養護教諭の見立てと支援の方向性
①児童：学級での居場所を失ってパニックや
俳個の頻発させており、障害特性に応じた対
応が必要だととらえた。 そのため、 保健室を
発達支援のひとつの場として提供し、 パニッ
クと俳個等を軽減させて学級で過ごせるよう
にすることと専門医の治療へとつなぐ方向性
を立てた。
②担任：担任は、Ｂ児の不適応行動に困窮し
ていたが対処法をもっていなかった。 担任が
児童の特性を理解した上で対応できるように
なるためには、専門機関、 医療機関の協力と
担任を支える支援体制を構築する必要がある
と考えた。
③保護者：専門機関の受診に対する抵抗感が
高かった。 その背景に子どもの行動を改善で
きない担任への不信感があるととらえた。 そ
のため、 思いや願いを聞いて信頼関係をつく
った上で、 保護者自身が子どもの問題に気づ
けるようにし、専門医を受診する気持ちにな
れるようかかわることにした。
（２）対 応
①緊急避難的な対応では、【パニック時のケア１
－１１０ －
と 【心の居場所の提供】 を行うことでパニッ
クの早期のクールダウンと回数の軽減、 及び
俳個の抑制を図っていた。
②発達支援（教育的援助）では、【個別の学習
指導】をしたり、【他の発達障害保健室利用児
童との関係づくり】を行ったりすることで行
動の自己コントロールが行えるようにしてい
た。
③学級復帰のための登校支援では、【遅刻登校
の際の受け入れと教室までの橋渡し】 を行い、
Ｂ児とのかかわりを任されて負担感を感じて
いる 【ビアサポーターの相談相手】 も担って
いた。
（３）支援態勢の整備では、情報連携を促進する
ために【担任・保護者・支援スタッフの情報集約】
　
【ケース会の計画】【学校医・養護学校教員との
連絡窓口】を積極的に行い、【担任と専門医が
気軽に相談できる場の設定】、【職員校内研修の
企画と障害理解研修の紹介】することで障害
特性の理解を進めていた。 さらに、 卒業に際
しては、【個別卒業式の企画と運営】を提案し、
保護者や職員に対して【適正な就学のための
情報集約と伝達】 を行っていた。
３） 対応結果：医療機関を受診し、 アスペルガー
症候群と診断され服薬を始めた。教職員全員
が障害特性の理解を深め、専門家の意見や保
護者の考えを取り入れた個別支援計画にそっ
たチーム支援を始めた結果、 パニックや俳個
が軽減、保健室の利用を続けながら学級でも
落ち着いて過ごせる時間が増えた。
３． 事例Ｃ：攻撃性の高いパニックを起こし続
ける広汎性発達障害児
１）保健室登校受け入れの経緯：３年生時より、
暴言・暴力など攻撃性の高いパニックが常態
化し、 学級崩壊の要因となっていた。 パニッ
ク時の対応は養護教諭しか担えなくなったた
め保健室登校を提案した。保健室登校は、断
続的ではあるが３～６年時の４年間であった。
２）養護教諭の活動
（１）養護教諭の見立てと支援の方向性
①児童：攻撃性の高い行動に対しては担任や
他教師から生徒指導対応を受けていたが、改
善が見られなかったため背景に発達の問題が
あるのではないかと考えるようになった。 保
健室では、発達障害を視野においた観察、パ
ニックと攻撃的な行動を軽減する、関係機関
と連携した対応を行うという方向性を立てた。
②担任：担任は、児童の行動を叱責する指導
が正しいと考えており、 Ｃ児のパニックを悪
化させている要因になっているとは気づいて
いなかった。 担任が障害特性を理解した上で、
指導方法を転換するためには専門家の介入を
必要とすると考えた。
③保護者：家庭ではおとなしく問題がないた
め、学校の対応が不適応行動の原因と考えて
おり、専門機関の受診や服薬の必要はないと
考えていた。 そのため、 しっかりと思いを聴
いた上で、学校職員と気軽に話せる雰囲気を
作ったり、 カウンセラーなどの専門家を交え
たケース会への参加に誘ったりなどすること
で、保護者との信頼関係を回復させ、子ども
自身のもつ問題への気づきを促すことにした。
（２）対 応
①緊急避難的な対応では、Ｃ児と同様の【パ
ニック時のケア】と【心の居場所の提供】を
行うことで早期のクールダウンと回数の軽減
を図っていた。また、【学習机とロッカーの設置】
により保健室での居場所を作った。
②発達支援（教育的援助）では、【個別の学習
指導】【教材選定・教材準備】【個別の時間割調整】
があった。
③学級復帰のための登校支援としては、担任
業務に類する【学校生活全般の管理】、教室復
帰に向けての【担任との関係づくり】、【担任・
友だちに対する障害理解の働きかけ】があっ
た。
（３）支援態勢の整備では、まず、【保護者と担任
の関係修復】 に当たり、児童の問題を理解す
るために 【スクールカウンセラーの活用】【ケ
ース会の計画｝【関係機関の支援の調整】を行
った。 また、 通常学級への復帰は難しいと考
えたため【情緒障害児学級開設を提案】 して
教育的支援の場を確保した。卒業に当たって
は、 これまでの支援を継続するために 【中学
校との情報交換の場の設定】 したり、地域の
－１１１ －
理解と支援が必要と考えて【保健所との情報
連携】 も行っていた。
３）対応結果
　
５年生時に情緒障害児学級が設置され、通常
学級から移籍したが、保健室登校は断続的に続い
た。６年生後半、保護者が医療機関を受診し、広
汎性発達障害と診断された。服薬を始めた後情緒
が安定し、 在籍学級で学習できるようになった。
保健所保健師と連携した支援も始まり、中学校で
は通常学級へ常時登校している。
Ｗ．考 察
１． 保健室登校受け入れの経緯
保健室登校受け入れの経緯は、Ａ児は欠席が
続く理由に心因性発熱があるとして主治医（学校
医） と保護者の提案から、 Ｂ・Ｃ児は、 パニック
や俳個、 攻撃的な行動がエスカレートした結果、
養護教諭自身の介入からであった。杉浦は、保健
室登校を学級から離脱する学級不適応としてと
らえており、最も基本的な型（タイプ）として、
第１段階：教室にストレス因がある、 第２段階：
ストレス因に対する反応として頭痛・腹痛などの
症状が発現する、第３段階：その症状を理由に教
室から離脱して、症状の救済、緩和を求めて保健
室に来る、の３つのステップを踏むとしている
６）
。
この段階を今回の事例に当てはめた場合、第１段
階の教室のストレス要因は、 障害特性の無理解に
よる対応やかかわり、 第２段階の反応は、 Ａ児が
心因性の発熱、 Ｂ・Ｃ児はパニック・俳個・攻撃
性の高い行動、第３段階の保健室来室は、Ａ児は
身体症状、 Ｂ・Ｃ児は、 パニック等で教室から離
脱し、 症状の緩和やクールダウンのために保健室
を来室、 という基本的なステップを踏んでいた。
いずれも研究協力者が児童の背景に発達障害が
あると気づき、障害特性の無理解から２次的障害
として学級不適応を起こしているととらえてか
かわりを始めていた。村松らは、 発達障害のある
児童に対する養護教諭の果たす役割について「専
門的知識を提供するという形で、発達障害の発見
に寄与するスクリーニング機能を担うことが期
待されている」７）と報告している。 養護教諭が
気づいたという点においてはこの機能を果たし
ていたといえよう。 しかし、研究協力者のかかわ
り始めは、 不適応行動が生じた後であった。発達
障害の症状の発現後できるだけ早期に発達支援
を行うためには、養護教諭の気づきと介入時期を
早める必要があると考えられる。
２． 養護教諭の活動
養護教諭の活動には、見立てと支援の方向性
を出す、 対応、 支援態勢の整備があり、 見立ての
対象には、 児童・担任・保護者があり、 対応には、
緊急避難的な対応・発達支援（教育的援助）・学
級復帰のための登校支援があった。
日本学校保健会では、 保健室登校をしている
児童生徒への養護教諭の対応として「安心できる
居場所づくり」「身体症状を受け止め丁寧に対応
する」「スキンシップ等を通し親身に対応する」「じ
っくりと話を聞き心の安定を図る」「信頼関係を
築く」「保健室来室者との交流を通し、対人関係
スキルを高めるよう支援する」「自己肯定感を高
め自己決定できるようにする支援する」と示して
いる８）。 今回のＡ児に対する事例では、【ベッド
での休養フリ 】ーにして「身体症状を受け止め丁
寧に対応」「スキンシップ等を通し親身に対応」し、
【リラックススペースの確保】 をすることで「安
心できる居場所づくり」 をし、【ケアカウンセリ
ング】 において「じっくりと話を聞き心の安定を
図る」、「信頼関係を築く」活動を行っていたとい
える。また、【他の保健室登校児童との人間関係
づくり】をすることで「保健室来室者との交流を
通し、対人関係スキルを高めるよう支援」したり、
【約束事 （いやだ・わからない・助けてといおう・
自分で決めよう）の確認】をして「自己肯定感を
高め自己決定できるようにする支援」したりする
など、学校保健会が示している保健室登校児童に
必要とされる対応を実践していた。
一方、発達障害が背景にある保健室登校児童
の対応として特弱徴的だったのは、 Ｂ、 Ｃ児に対す
る 【パニック時のケア】、 全例に共通する 【学習
レベルのアセスメント】【教材選定・教材準備】【個
別の学習指導】 があった。 この活動は、「障害の
ある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主
体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児
童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持
てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克
－ １１２ －
服するため、 適切な指導及び必要な支援」
９）と
いう特別支援教育を意図した活動ととらえられ
る。 また、学級復帰のための登校支援では、【担任・
友だちに対する障害理解の働きかけ】や事例の児
童を支える【ビアサポーターの相談相手】になる
ことで、 学級で過ごすための環境づくりの活動を
していた。学習面、発達面で障害のある保健室登
校児童は学級への完全復帰が難しく、個別の支援
を行う人と場が必要であるとされる１０）。 発達障害
のある保健室登校児童に対する養護教諭の活動
には、学級復帰へと向かわせる心理的対応と同時
に、「発達障害者に対し、その心理機能の適正な
発達を支援し、及び円滑な社会生活を促進するた
め行う発達障害の特性に対応した医療的、福祉的
及び教育的援助」１）とされる発達支援も並行し
て行う必要があることがわかった。
　
研究対象者は児童の他にも、担任や保護者へ
の見立てや対応を行っていた。 どの事例において
も、担任は児童の困難感に気づけず、不適切な対
応を行っていることが見立てられていた。 また、
そういう担任に対し、保護者が不信感を募らせて
いるとしていた。 先行研究において、 塩川はアス
ペルガー障害かつ不登校となった１７症例を紹介
し、不登校のきっかけとして最も多かったのは「担
任と相性が悪い・厳しすぎる担任」の４例であっ
たとしている。 このうち、 ３例を検討し、 通常学
級から特別支援学級への配置換えと担任交代に
より不登校状態が改善した症例として報告して
いた
乾）
。 また、 杉山は、 ひきこもりとなっている
高機能広汎性発達障害の在宅者の８症例を示し、
診断の遅れ、学校教育における迫害体験、不登校、
触法行為、併存症の存在を共通する問題としてま
とめている。 このうち、 小学校３年から中学２年
末まで不登校であった１事例を取り上げ、「小学
校２年生時の担任が、行動を厳しく制限するため
にパニックが頻発するようになったり、いじめが
生じても対処しなかったりして登校を渋るよう
になり、 ３年生から不登校となったこと、 中学校
になって受診した小児科医が普通の不登校とは
違うことに気づいて、児童精神科医の診断を受け、
はじめてアスペルガー障害の診断を受け、 中学校
２年より学校教育の復帰を果たした」ことなどを
詳細に述べている１３）。 担任の対応によっては診断
が遅れ、学校教育における迫害体験を経験してし
まい、 ２次的障害につながる可能性がある。 今回
の研究協力者は、保健室で観察した児童の牙紀態を
担任に伝えて対応方法について一緒に考えたり、
専門機関、医療機関の協力を得て、担任を支える
支援体制を整えたりすることで、担任の意識の変
容を促し、障害特性を理解した上でかかわりをも
つことができるように対応していた。また、 保護
者に対しては、 思いや願いを聞いて信頼関係をつ
くった上で、保護者自身が子どもの問題に気づけ
るようにし、納得できた上で専門医を受診する気
持ちになれるようかかわっていた。不登校や保健
室登校などの不適応を起こしている背景に発達
障害を見極めた際、養護教諭は担任や保護者のか
かわり方を見立て、児童が育つ環境を整える活動
も行う必要があると考えられた。
支援態勢の整備では、 Ａ児は、【新・旧担任と
の引継ぎ会の計画と実施】【特別支援学級担任へ
の協力依頼】【学生ボランティアの活用】 といっ
た児童を取り巻く校内のメンバーを中心に態勢
を整えていた。 Ｂ児では、【ケース会の計画】【担
任と専門医が気軽に相談できる場の設定】を積極
的に行って、支援者同士の情報連携を促進させた
り、【職員校内研修の企画と障害理解研修の紹介】
をして全職員を対象とした障害理解を促したり、
【適正な就学のための情報集約と伝達】をしたり
していた。 Ｃ児の場合は、 通常学級への復帰は難
しいと考えて【情緒障害児学級開設を提案】 して
教育的支援の場を確保し、【中学校との情報交換
の場の設定】をしたり、生涯にわたり一貫性のあ
る支援を受けることができるよう【保健所との情
報連携】も行っていた。独立行政法人国立特別支
援教育総合研究所が「発達障害のある子どもの
早期からの総合的支援システムに関する研究」１４）
で示している発達障害支援グランドデザインに
は、①総括・調整②就学前の発見と支援③就学後
の発見と支援④教育環境整備⑤切れ目のない連
携⑥保護者支援⑦社会基盤の充実の７つの項目
が挙げられている。Ｃ児の事例を提供した研究協
力者の実践は、 先行的にこの項目を行っていたと
考えられる。養護教諭による校内の支鴇態勢を整
備する活動は、発達障害のある児童の早期からの
総合的支援システムの構築に関与できる活動に
－１１３ －
なりうるといえよう。 となる最新の知見を得て活用するといった研
修活動が必要である。
３． 対応結果
　
今回の事例における対応結果は、３事例共に
改善していた。 塩川は「アスペルガー障害の３割
は不登校を経験している、改善は比較的得られや
すいが長期的な経過については予断を許さない」
と経験的な結論として述べている１２）。 今回の研究
協力者がかかわりを始めた時期は、不適応行動が
生じた後であり、かかわり期間が数年間を要した
事例もあった。発達障害者支援法第１条には、「発
達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社
会生活の促進のために発達障害の症状の発現後
できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重
要である」と定められている。 早期の発達支援に
つなぐためには養護教諭自身の気づきの力を高
める必要があるであろう。近年では、発達障害を
早期発見する方法論が示されるようになってき
ている
１５）１６）１７）
。 困難感の高い児童に対して早期
に介入し、 有効な活動とするためには、 実践のエ
ビデンスとなる最新の知見を得て活用するとい
った研修活動も重要であるといえよう。
Ｗ．研究の限界
今回の調査を行った平成１８（２００６） 年は、 発
達障害や特別支援にかかわる法改正や文部科学
省から示される数々の行政指導熔）１９）ｍ）がなされ
た時期である。 よって、特別支援教育の体制整備
を始めた過渡期に行われた研究協力者の実践を
検討したものであり、事例数も少ないことから支
援活動に偏りがあることは否めない。また、 質的
研究の性質上、調査者の主観が入り込んでいる可
能性がある等が研究の限界として挙げられる。し
かしながら、教育機関において不登校対応に発達
障害を視野に入れた対応が必要とされる中、保健
室登校を発達障害の２次的障害としての学級不
適応ととらえて対応する必要があるという概念
を提示できたことは、養護活動に新たな視点を付
け加えることができたと考える。
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Ｖ． まとめ
発達障害が背景にある保健室登校児童に対す
る養護教諭の活動には、「見立てと支援の方向性」、
「対応」、「支援態勢の整備」があり、見立ての対
象には、 児童・担任・保護者、 対応には、 緊急避
難的な対応・発達支援（教育的援助）・学級復帰
のための登校支援があった。また、 養護活動を行
う上で以下の４点の手がかりを得た。
１． 発達障害の発見に寄与するスクリーニング機
能が内包されている活動である。
２．発達障害の特性に対応した医療的、福祉的及
び教育的援助といった発達支援と学級復帰へ
と向かわせる心理的対応を並行して行う必要
がある活動である。
３．校内の支援態勢を整備する中で、発達障害の
ある児童の早期からの総合的支援システムの
構築にも関与できる活動である。
４． 困難感の高い児童に対して早期に介入し、有
効な活動とするためには、 実践のエビデンス
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